
該当頁 施　策 箇　所 意見概要 意見への対応・修正 担当課

全般

５年後の大井町を考えた時に、社会基盤
をはじめとして、安心・安全、教育、福
祉、農業・商業・工業、観光等全てと
言っていいほど行財政運営に係わってく
るのが、大井町人口ビジョンであると考
える。
そこで、大井町人口ビジョンでは、「目
指すべき将来の方向」として、４点の政
策が基本目標として制定されており、実
施計画等で具体的に展開すべきである。

18頁の第２章 大井町戦略事業（第２期
大井町まち・ひと・しごと創生総合戦
略）の２．戦略事業設定のフローにおい
て、人口ビジョンで定めた「目指すべき
将来の方向」の４点の基本目標は踏まえ
ております。具体的な取り組みについて
は、ご意見いただいたように、特に実施
計画において展開し、取り組んでいきま
す。

企画財政課

全般

ＳＤＧｓを推進することを計画の冒頭で
述べるのはわかるが、施策の各論まで
マークを付けるのはいかがか。町民がわ
かる言葉に置き換えるのが良いのでは。
また、マークで頁の３割程度が占められ
ているが紙やインクの資源の枯渇につな
がりＳＤＧｓに反するのでは。全頁をカ
ラーにする必要もあるのか。

ＳＤＧｓは、施策と紐づけて行うこと
で、町民の方へ周知ができるものと考え
ています。また、各施策からマークを
削ったとしても、頁の構成から頁数に変
動はさほどないと考えます。カラーにつ
きましては、ＳＤＧｓのマークやグラフ
があるため、カラー印刷しております
が、計画書にする段階では、第５次総合
計画のような印刷色にするか費用も含め
て検討いたします。

企画財政課

目次 第２編、第２章の記載 「２．基本指標」が抜けている。
「２．基本指標」を加えるとともに、
「２．まちづくりの方針」は、「３．ま
ちづくりの方針」へ修正します。

企画財政課

大井町総合計画審議会における大井町第６次総合計画（素案）に対する意見への対応・修正
資料２
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該当頁 施　策 箇　所 意見概要 意見への対応・修正 担当課

２ ３．総合計画の進捗管理

ＡＣＴＩＯＮとあるが、ＪＩＳ（品質マ
ネジメントシステム規格等）ではＡＣＴ
に統一されているが、この表記でよいの
か。

ISO 9001やISO 14001などのマネジメン
トシステム規格においては、「Ａ」は
“ＡＣＴ”と表記されております。一方
で総務省や財務省などの公表資料では、
“ＡＣＴＩＯＮ”と表記されています。
また他の自治体の総合計画等では“ＡＣ
ＴＩＯＮ”の表記が多いですが一部の自
治体で“ＡＣＴ”の表記があり、混在し
ている状況です。
本計画においては、国の表記に準じて
“ＡＣＴＩＯＮ”とさせていただきま
す。

企画財政課

２ ３．総合計画の進捗管理
「ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理」を
具体的にどのようにやっていくのかにつ
いて、少しだけ触れた方がよいと思う。

説明文をつぎのように変更。
→総合計画に基づく取り組みの成果を把
握し、継続的な改善活動による効果的・
効率的な計画の推進を図るため、施策等
の達成度を評価・検証する進捗管理を行
います。
　進捗管理にあたっては、事業展開によ
る成果の一側面を捉えるものとして、基
本計画において数値目標を設定します。
　この数値目標に対する進捗状況を把握
するため、毎年度ごとに事業の評価・検
証を行い、その結果に基づいた事業の改
善を行うとともに、予算編成等に活用す
ることにより、効率的・効果的な事業の
構築につなげます。

企画財政課

３ ２．人口動態
グラフに合わせて2020年の記載へ変更を
した方が良いのでは。

２．人口動態 ３行目「また、・・・」
以降を2020年数値に修正します。

企画財政課
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該当頁 施　策 箇　所 意見概要 意見への対応・修正 担当課

５－８ 町民アンケート調査

町民アンケート調査により重要課題を整
理して計画に反映させていることは良い
が、同時に行った職員アンケート調査も
実施されており、町民と職員に齟齬があ
る。職員の町民への説明が不十分なの
か、町民ニーズが理解されていないのか
検討する必要がある。

６頁のまちづくり会議で抽出された課題
で「情報・課題の共有不足」が出ている
点などから情報の発信不足等が原因で職
員と町民の方との間に施策に対して齟齬
が出ている可能性は、あると思います。
しかしながら、各施策の構成にあたって
は、町民アンケートだけでなく、これま
での町民の方との係わりや実績も考慮し
て課題の整理や施策の方向を組み立てて
おり、審議会でのご意見、パブリックコ
メント等を通してより実効性のある計画
にしていきたいと考えております。

企画財政課

11-12
第１章　目的
第２章　まちづくりの目標
　　　　　と方針

第１章３行目『・・・目標達成に向けて
取り組む「まちづくりの方針」としま
す。』と第２章 ３．まちづくりの方針
１行目「まちづくりの目標の達成に向け
て、以下６つの柱を設定します。」とあ
るが、『「まちづくりの方針」としま
す。』という表記が気になる、分かりに
くい。

第１章 目的 2行目「・・を設定するも
のです」→「・・を定めます」に変更
し、３行目冒頭に「また、」を追加する
とともに、『「まちづくりの方針」とし
ます。』→『「まちづくりの方針」を定
めます。』

第２章 ３．まちづくりの方針１行目
「まちづくりの目標の達成に向けて、以
下６つの柱を設定します。」→「まちづ
くりの目標の達成に向けて、６つの柱の
もと、総合的かつ計画的なまちづくりを
進めます。」

企画財政課

13
３．まちづくりの方針（６）
計画を実現できるまち①
行財政運営

「ＰＤＣＡサイクルによる進行管理と進
捗情報などの開示を行います」と明文化
していることは評価できるが、どのよう
に実行していくかが問題であり、町民や
議会に理解を得ることが重要な事で、外
部委員による評価や費用対効果など明確
に分かりやすくスピーディーに実施すべ
きと考える。

外部評価委員による客観性のある行政評
価や進捗状況、費用対効果など町民の方
に分かりやすい情報開示に努め、実効性
のあるＰＤＣＡサイクルの構築に取り組
んでいきます。
なお、「ＰＤＣＡサイクルによる進行管
理と進捗情報などの開示を行います」に
ついては、２頁との字句統一のため、
「ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理及び
進捗情報などの開示を行います」へ修正
します。

企画財政課
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該当頁 施　策 箇　所 意見概要 意見への対応・修正 担当課

15
２．人口フレーム（１）人
口及び年齢構成の推移

2020年の人口は推測値なので、推測値と
分かるような記載の追加はいかがか。

（国立社会保障・人口問題研究所）の
（）内後ろへ「日本の地域別将来推計人
口（2018年推計）」を加えます。
また、16頁（２）目標人口のグラフにお
ける2020年は、現状値のみ載せ、「※
2020年は神奈川県人口統計調査における
2020年１月１日現在の数値」の記載を表
の下へ追加します。
なお、11頁２．基本指標においても、同
様に修正します。

企画財政課

16
２．人口フレーム（２）目
標人口

６行目「17,000人を維持します」とある
が、維持でしょうか。目標ではないで
しょうか。

目標人口が現状値から減少することを踏
まえ、６行目の文頭に「本町の人口は減
少傾向にありますが、」を加えるととも
に「17,000人を維持することを目標とし
ます」へ修正します。

企画財政課

16
３．計画の推進について
（１）着実な施策展開

５行目「・・・町民・事業者・行政が」
とあるが、事業者はなにか。

行政と町民の役割の中で、企業や団体を
想定しているものがあるため、事業者と
あえて記載しましたが、民間企業等も含
めて「町民」としていることから削除し
ます。

企画財政課

21
（３）教育・子育て環境の
充実

事業目標「合計特殊出生率」の目標値
は、人口ビジョンの24頁の1.33ではない
のか。

計画へ誤って記載していたため、
「1.33」に修正します。

企画財政課

61 地域福祉
「地域福祉を担う人づく
り」「支えあいのきずなづ
くり」

現在は民生委員、自治会や地域福祉の会
がその任に当たっているかと思うが、新
たな仕組みを考えているか。方向性は良
いと思うが、相和地区では少子・高齢化
が進み、65歳まで働かざるを得ない状況
で、どのような人を対象にひとづくりを
するのか。
民生委員の負担軽減や町の業務の自治会
への依存軽減がされれば、一層の地域福
祉を担うことができると思う。

地域福祉につきましては、「第３次大井
町地域福祉プラン」にて具体的な取り組
みの事業計画や進行管理を実施していま
す。
身近な単位での支えあいは重要と考えま
すが、それだけでは補いきれない課題も
あるため、生活支援コーディネーターを
中心に町全域を対象とするしくみづくり
も含めて検討しております。

福祉課
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該当頁 施　策 箇　所 意見概要 意見への対応・修正 担当課

61 地域福祉
「地域福祉を担う人づく
り」「支えあいのきずなづ
くり」

本テーマは町が関与すべき優先度の高さ
や町民ニーズはどうか。介護保険制度が
数年前に改訂され、特養の場合の利用者
負担が増えていると思う。例えば、利用
者目線に立った施策低廉な利用料の実
現、町民が容易に入所できるように介護
施設への助成等を施策に入れることは検
討や、町単独で困難であれば広域で県、
国に働きかけるなど。

具体的な取り組みにつきましては、第８
期高齢者保健福祉計画及び介護保険事業
計画の策定に際して、ご意見を参考にさ
せていただきます。

福祉課

74 防犯対策
施策の目標「にこにこパト
ロール隊入隊者数」

少子高齢化の中で、220人の目標数を達
成するのは難しいのでは。また、増員は
必要でしょうか。

にこにこパトロール隊は、子どもたちの
見守りばかりではなく、散歩などの外出
時に、ベストやキャップを身に着けてい
ただくことで、防犯に寄与するものと考
えていることから、幅広い年代の方に入
隊していただきたいと考えています。

防災安全課

90 地域公共交通

主な事業の展開「地域公
共交通の推進」「新たな
公共交通形態の導入・
運行」

1年間で事業検討や計画策定となってい
るが、お金と人などの資源の検討、また
運行に関する許認可が生じた場合、1年
で可能か。また、交通手段、交通弱者対
策の内容は不明だが、高校生も利用可能
な駅と駅を結ぶ交通インフラの検討を願
う。町単独であれば広域で県、国に働き
かけるなど。

地域公共交通計画の策定及び新たな公共
交通形態の導入・運行につきましては、
2020～2021年の２か年において策定及び
事業内容の検討を行います。
具体的な内容については、交通会議を中
心に協議し、町民のニーズについてもア
ンケートやワークショップを通して意見
を集約し、計画に反映させます。さら
に、広域的な視点も視野に入れ、協議し
ていきます。

企画財政課

76 交通安全対策 主な事業の展開全般

施策の目標に「町内在住の高齢者が関係
する事故件数」7件→0件の達成のために
も、高齢者向けの交通安全教室などの対
策は必要ではないか。

主な事業の展開における「街頭キャン
ペーン・交通安全講話・呼びかけの実
施」における「交通安全講和」にて具体
的に展開していきます。

防災安全課

96 環境共生
施策の目標「剪定枝破
砕処理事業の推進」

事業の推進となっているが、目標値は
122ｔ→120ｔに下がるのか。

現状として収穫量は減量が続いており、
その実績を考慮した。
【参考】実績値：H29(154t),H30(124t),
　　　　　　　　R１(122t)

生活環境課
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該当頁 施　策 箇　所 意見概要 意見への対応・修正 担当課

101 農業

「家庭菜園」の普及を図り、食料自給率
の向上を図るなどの施策は必要ないか。
「遊休農地」が増えており、そうした土
地の活用と健康のためにも良いのでは。
また、遊休農地にせざるを得ない農家に
支援をするなどの施策も必要ではない
か。

「遊休農地」の解消に向けた多様な担い
手を確保するため、新規就農要件を緩和
するなど、就農希望者へ農業への参入を
促す仕組みづくりに取組んでいきます。

地域振興課

102 農業
施策の方向「６次産業
化、商工業との連携によ
る農業の活性化」

総合戦略等におけるフェイジョアの生産
量が伸びていない現状で、特産品と考え
て良いのか。引き続き、取り組むのであ
れば町内に浸透するような施策の考慮が
必要ではないか。７月号の広報表紙で初
めて花を見た、知ったとの声を聞いた。

フェイジョアについては、引き続き生産
部会の活動を支援するとともに、周知を
内外に積極的に行います。

地域振興課

105-106 商業・工業 企業誘致の推進

地域経済の活性化や雇用の促進を図るに
は、商業・工業の発展に対する取り組み
を強化することが重要な要素であると考
える。町全体で見ると、用途地域のしば
りが強く、工場等の他業種の企業誘致も
難しいと思うが、町としてどのような取
り組みをし、この分野を強化・発展させ
ていく考えなのか。

おおい都市マスタープランの土地利用方
針に基づき、産業系土地利用のエリアに
適切に誘導を図っていくことを原則とし
ていますが、新たな土地利用検討ゾーン
を設定していく必要があるのか、また、
既存エリアを拡大していくのか、企業進
出ニーズを的確に把握したうえで、現況
の土地利用を考慮しながら、県をはじめ
とした関係機関との連携を図りながら検
討を進めていきます。

企画財政課
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